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表紙

証券コード：5900

第77回　定時株主総会

招集ご通知
　

株主総会にご出席の株主様へのお土産はご用
意しておりません。何卒ご理解賜りますよう
お願い申しあげます。

　

Contents
▍第77回定時株主総会招集ご通知
▍事業報告
▍計算書類
▍監査報告書
▍株主総会参考書類
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役４名選任の件
第３号議案 補欠監査役２名選任の件

開催日時

開催場所

2025年５月29日（木曜日）午前10時
受付開始：午前９時30分

大阪市淀川区西中島五丁目５番15号
新大阪ワシントンホテルプラザ　２階　若竹の間

株主総会にご出席いただけない場合

インターネットまたは書面（郵送）により議決権を行使く
ださいますようお願い申しあげます。
議決権行使期限：2025年５月28日（水曜日）

午後５時30分まで
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招集ご通知

証券コード5900
2025年５月13日

株　主　各　位
大阪市淀川区新高二丁目７番13号

代表取締役社長 藤 岡 洋 一

【当社ウェブサイト】
https://www.daiken.ne.jp/ir/general.html

【株主総会資料 掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/5900/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ダイケン」または「コード」に
当社証券コード「5900」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／PR情報」を順に選択して、「縦覧書
類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。）

第77回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第77回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）に
ついて電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりま
すので、いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげま
す。
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招集ご通知

■１ 日　　時 2025年５月29日（木曜日）午前10時（受付開始：午前９時30分）

■２ 場　　所 大阪市淀川区西中島五丁目５番15号
新大阪ワシントンホテルプラザ　２階　若竹の間
（末尾記載の株主総会会場のご案内をご参照ください。）

■３ 目的事項 報告事項 第77期（2024年３月１日から2025年２月28日まで）事業報告及び計算
書類の内容報告の件

決議事項 第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　取締役４名選任の件
第３号議案　補欠監査役２名選任の件

■４ 招集に当たっての
決定事項 次頁「議決権行使についてのご案内」をご参照ください。

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。また、資
源節約のため、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申しあげます。

◎株主総会資料（注）の電子提供制度（株主総会資料を自社のホームページ等のウェブサイトに掲載して提供する制度）が施行され
ておりますが、本年の株主総会につきましても、一律に従前どおりの株主総会資料をお送りしております。
（注）株主総会参考書類、事業報告、監査報告、計算書類及び連結計算書類を指します。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきます。
◎ 今 後 の 状 況 に よ り 、 株 主 総 会 の 運 営 に 大 き な 変 更 が 生 じ る 場 合 は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト

（https://www.daiken.ne.jp）においてお知らせいたします。

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネットまたは書面（郵送）により議決権を行使す
ることができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただき、３頁及び４頁
のご案内に従って、2025年５月28日（水曜日）午後５時30分までにご行使くださいますよう
お願い申しあげます。

敬　具
記

以　上
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議決権行使の方法についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使するには、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

次頁の案内に従って、議案に対する
賛否をご入力ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、切手を貼らずに
ご投函ください。以下の案内に従っ
て、議案に対する賛否をご記入くだ
さい。

開催日時 行使期限 行使期限

2025年５月29日（木曜日）
午前10時(受付開始:午前９時30分)

2025年５月28日（水曜日）
午後５時30分入力完了分まで

2025年５月28日（水曜日）
午後５時30分到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案に対する賛否をご記入ください。

第１号議案
⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印
第２、３号議案

⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
⃝ 一部の候補者に反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※議決権行使書用紙はイメージです。
・インターネット及び書面（郵送）の両方で議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱

いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱い
いたします。

・書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとし
てお取り扱いいたします。
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議決権行使の方法についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力する
ことなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

議決権行使
サイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

議決権行使サイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 午前９時～午後９時）
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事業の経過及びその成果、設備投資等の状況、資金調達の状況、事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況、他の会社の事業の譲受けの状況、吸
収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況、他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分
の状況

事 業 報 告

（2024年３月 1 日から
2025年２月28日まで）

1. 会社の現況に関する事項
(1) 事業の経過及びその成果

　当事業年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境が改善していく中で、円安の影響によ
るインバウンド需要の拡大などから、緩やかな回復傾向となりました。一方で、中東などの
地政学的リスクの影響により、物価は依然として高止まりの状況にあり、米国の政策動向な
ど世界経済の下振れリスクも多く、国内経済の先行きは不透明な状況が続いております。
　当社の主要な販売先である建設市場におきましては、人手不足や物価高騰による資材コス
トの増加などの影響は続くものの、分譲マンションや賃貸物件の着工戸数は底堅く推移いた
しました。また、堅調な企業収益等を背景に、企業の設備投資についても持ち直しの動きが
みられました。
　しかしながら、アルミ地金などの原材料価格は高止まりのまま、円安の為替相場や人件費
上昇の影響も相まって、製造コストにおいては依然として厳しい経営環境となりました。
　このような中、当社は事業領域の将来性とシェアを鑑みて選択と集中を進め、既存製品で
は付加価値の向上を図り、新製品については市場認知度拡大に努めることで収益力の強化に
取り組んでまいりました。
　建築関連製品事業におきましては、自転車ラックやゴミ収集庫などのエクステリア関連製
品の生産力強化や需要拡大を図るとともに、メンテナンスレールなどの新分野製品の認知度
向上やホームページの多言語化、海外展示会への出展などによる海外市場での知名度拡大に
努めました。また、膨らむ製造コストに対しましては、内製化などによる生産効率の向上を
図るとともに、一部製品の販売価格改定を実施してまいりました。
　不動産賃貸事業におきましては、大規模改修による居住環境の整備を実施して、入居率の
改善に取り組んでまいりました。
　以上の結果、当事業年度の売上高につきましては、前事業年度比1.3％増の11,024百万円
となりました。利益面では、下期における価格改定の影響が想定よりも短期間でしか生じな
かったことなどから、営業利益は前事業年度比34.1％減の295百万円、経常利益は前事業
年度比30.8％減の336百万円となりました。当期純利益は前事業年度に比べ25.1％減の
246百万円となり、自己資本利益率は、前事業年度比0.7ポイント減の1.9％となりました。

－ 5 －
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事業の経過及びその成果、設備投資等の状況、資金調達の状況、事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況、他の会社の事業の譲受けの状況、吸
収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況、他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分
の状況

分 類 金　　額 構成比 主 要 製 品 名
金 物 3,423,875 31.1％ ハンガーレール、点検口
建 材 2,080,637 18.9％ アルミ庇、金属製笠木、外装ルーバー
エ ク ス テ リ ア 3,462,515 31.4％ 自転車置場、物置、ゴミ収集庫
そ の 他 1,884,188 17.1％ セキュリティ関連、ホームタンク

小 計 10,851,217 98.4％ ───
不 動 産 事 業 収 入 173,314 1.6％ 不動産賃貸

合 計 11,024,531 100.0％

　品目別の売上状況については、次のとおりであります。
（単位：千円）

(2) 設備投資等の状況
　当事業年度の設備投資の総額は、428百万円であります。その主なものは、建築関連製品
の生産用機械装置及び金型であります。

(3) 資金調達の状況
　当事業年度中に新たな増資、社債発行などによる資金調達は実施しておりません。

(4) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。

(5) 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

(6) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

(7) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　該当事項はありません。

－ 6 －
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対処すべき課題

(8) 対処すべき課題
　次期におきましては、地政学的リスクの影響や人手不足に伴う人件費の上昇から、物価、
物流費などの高止まりの状況の下、引き続き調達コストにおいて厳しい環境が続くものと見
込まれます。
　一方で、災害の復旧・復興などの公共投資による景気の下支えや防災・減災関連の需要、
企業の設備投資は底堅く推移すると想定され、需要面におきましては、デフレからインフレ
への経済状態の変化とともに持ち直しの動きが見込まれます。
　しかしながら、金利引き上げ等の建築需要の低迷や米国の政策動向の影響などの景気下振
れリスクも多く、状況を注視していく必要があります。
　建築関連製品事業におきましては、人口減少などにより縮小傾向にある国内市場におい
て、新分野、新市場を開拓するとともに、強みのある商材に注力し、自社製品の価値を高め
て、社会のニーズに応えていくことが課題となります。また、物価、人件費等の上昇による
コスト高の状況に対しても、迅速な対応が求められております。
　このような事業上の課題に対して、既存製品の改良による利用用途の拡大、あるいは新製
品をもって、環境や社会課題に対応することで新分野、新市場を開拓していくとともに、製
品プロモーションにより製品認知度を高めて、需要の獲得に取り組んでまいります。
　また、海外市場においてもその多様な文化へ対応し、当社の知名度を拡げていくことで成
長力のある市場の開拓を進めてまいります。
　厳しい状況が見込まれる調達コストについては、短納期化や社会ニーズに応じた製品を提
供していくことで、付加価値を高め、価格へ適切に反映させていくとともに、引き続き部
品、部材の共通化やシステムの統一、事務処理業務の集約化などによって生産効率向上に取
り組んでまいります。
　不動産賃貸事業におきましては、当事業年度に退去した法人テナントの新たな賃借人を早
期に獲得すること、及び大規模修繕工事を行ったワンルームマンションの投資額を回収しう
る高水準の入居率を維持していくことが課題となっています。
　これらの課題に対しましては、法人テナント向け物件について、保有建物の建替え等の再
投資も含めた効果的な活用方法の検討を進めるとともに、ワンルームマンションの居住環境
の整備を進め、物件入居率を維持し、さらに高めるべく需要獲得に取り組んでまいります。
　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご理解をいただき、ご支援ご鞭撻を賜りま
すようお願い申しあげます。

－ 7 －
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財産及び損益の状況の推移、重要な親会社及び子会社の状況、主要な事業内容

期　別
区　分

第74期
(2022年２月期)

第75期
(2023年２月期)

第76期
(2024年２月期)

第77期（当期）
(2025年２月期)

売 上 高 9,864,870 10,599,528 10,881,761 11,024,531
経 常 利 益 389,181 473,786 485,709 336,299
当 期 純 利 益 257,445 316,102 328,746 246,189
１株当たり当期純利益 44円41銭 57円14銭 59円95銭 44円90銭
総 資 産 15,555,138 15,932,787 15,851,830 15,781,101
純 資 産 12,587,925 12,660,335 13,052,136 13,206,443

(9) 財産及び損益の状況の推移
（単位：千円）

（注）１ 第75期事業年度の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　
2020年３月31日）等を適用しており、第75期以降にかかる金額につきましては、
当該会計基準等を適用した後の金額で表示しております。

２ １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式を除く。）に基づき算
出し、銭未満を四捨五入して表示しております。

(10) 重要な親会社及び子会社の状況
　該当事項はありません。

(11) 主要な事業内容
　当社は、金物製品、建材製品、エクステリア製品等の製造、販売を行っており、また、製
品の取付け工事を行っております。さらに、不動産賃貸事業を営んでおります。
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主要な営業所及び工場、従業員の状況、主要な借入先

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地
札 幌 支 店 札 幌 市 清 田 区 仙 台 営 業 所 仙 台 市 宮 城 野 区
東 京 支 店 東 京 都 墨 田 区 埼 玉 営 業 所 さ い た ま 市 北 区
名 古 屋 支 店 愛 知 県 一 宮 市 広 島 営 業 所 広 島 市 中 区
大 阪 支 店 大 阪 市 淀 川 区 福 岡 営 業 所 福 岡 市 博 多 区

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地
室 蘭 工 場 北 海 道 室 蘭 市 兵 庫 工 場 兵 庫 県 加 西 市
成 田 工 場 千 葉 県 富 里 市 岡 山 工 場 岡 山 市 東 区
千 葉 工 場 千 葉 県 佐 倉 市 津 山 工 場 岡 山 県 津 山 市
十 三 工 場 大 阪 市 淀 川 区

(12) 主要な営業所及び工場

本　社　大阪市淀川区新高二丁目７番13号
支店・営業所

（注）当事業年度において、東京支店及び駐輪事業強化に向け、西関東営業所を廃止し、配置転
換しております。
工　場

区 分 従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数
男 性 274名 ２名減 42.4歳 15年７月
女 性 55名 ３名増 43.1歳 13年７月
合計または平均 329名 １名増 42.5歳 15年２月

(13) 従業員の状況

（注）従業員数には、臨時従業員及び嘱託社員（計47名）は含んでおりません。

(14) 主要な借入先
　該当事項はありません。
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会社の株式に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項

(1) 発行可能株式総数 21,000,000株

(2) 発行済株式の総数 5,970,480株（うち自己株式487,059株）

(3) 株 主 数 1,119名（前期末比58名減）

(4) 大 株 主
株 主 名 持 株 数 持株比率

藤 岡 洋 一 1,115,200株 20.3％
ダ イ ケ ン 取 引 先 持 株 会 467,077株 8.5％
株 式 会 社 り そ な 銀 行 243,000株 4.4％
藤 岡 純 一 237,000株 4.3％
藤 岡 秀 一 203,385株 3.7％
押 木 信 吉 202,350株 3.7％
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 185,000株 3.4％
ダ イ ケ ン 従 業 員 持 株 会 170,311株 3.1％
ＴＨＥ　ＨＯＮＧＫＯＮＧ　ＡＮＤ　ＳＨＡＮ
ＧＨＡＩ　ＢＡＮＫＩＮＧ　ＣＯＲＰＯＲＡＴ
ＩＯＮ　ＬＩＭＩＴＥＤ　－　ＨＯＮＧ　ＫＯ
ＮＧ　ＰＲＩＶＡＴＥ　ＢＡＮＫＩＮＧ　ＤＩ
Ｖ Ｉ Ｓ Ｉ Ｏ Ｎ 　 Ｃ Ｌ Ｉ Ｅ Ｎ Ｔ 　 Ａ ／ Ｃ
８０２８－３９４８４１

152,500株 2.8％

粂 井 孝 子 142,000株 2.6％

2. 会社の株式に関する事項

（注）１ 当社は、自己株式487,059株を保有しておりますが、上記大株主からは除外してお
ります。

２ 持株比率は自己株式を控除して計算し、小数点第２位を四捨五入して表示しておりま
す。

(5) その他株式に関する重要な事項
　該当事項はありません。

3. 会社の新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。
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会社役員に関する事項

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況
代表取締役社長 藤 岡 洋 一
常 務 取 締 役 岡 森 正 寛 製造本部長
取 締 役 小 野 雅 行 営業本部長
取 締 役 白 岩 和 哉 マーケティング本部長兼営業本部副本部長
取 締 役 小 林 　 勉 管理本部長兼経理部長
取 締 役 有 田 真 紀 公認会計士・税理士有田真紀事務所 所長

日本ＰＣサービス株式会社 社外取締役
株式会社栗本鐵工所 社外監査役

取 締 役 川 合 雄 治 株式会社スイデン 代表取締役社長
株式会社南出キカイ 社外取締役

常 勤 監 査 役 花 岡 秀 典
監 査 役 森 住 曜 二 森住曜二公認会計士事務所 所長

株式会社グラッドキューブ 社外取締役
ローランド株式会社 社外監査役

監 査 役 荒 井 憲 一 郎 荒井公認会計士事務所 所長
大阪府信用農業協同組合連合会 員外監事

4. 会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の氏名等

（2025年２月28日現在）

（注）１ 当事業年度中の取締役の異動
①　2024年５月30日開催の第76回定時株主総会において、新たに川合雄治氏が取
　　締役に選任され、就任いたしました。
②　2024年５月30日開催の第76回定時株主総会終結の時をもって、北脇昭氏は任
　　期満了により取締役を退任いたしました。

２ 取締役有田真紀氏及び取締役川合雄治氏は社外取締役であります。
３ 監査役森住曜二氏及び監査役荒井憲一郎氏は社外監査役であります。
４ 取締役有田真紀氏、取締役川合雄治氏、監査役森住曜二氏及び監査役荒井憲一郎氏

は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員であります。
５ 常勤監査役花岡秀典氏は、株式会社りそな銀行に長年在籍し、財務及び会計に関する

相当程度の知見を有しております。
６ 監査役森住曜二氏及び監査役荒井憲一郎氏は、公認会計士として財務及び会計に関す

る相当程度の知見を有しております。
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会社役員に関する事項

氏 名 担当地位
中 野 　 達 執行役員　貿易部長
山 本 昌 史 執行役員　兵庫工場長
河 島 　 仁 執行役員　製造本部部長兼成田工場長兼津山工場長
蔭 山 敏 幸 執行役員　管理本部企画総務部長

（ご参考）当事業年度末における執行役員は次のとおりであります。

(2) 責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第１項及び定款第27条、第35条の規定により、各社外取締役及
び各社外監査役との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結して
おり、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額としております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、取締役及び監査役を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員
等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。
　当該保険契約は、被保険者が会社の役員としての業務につき行った行為（不作為を含
む。）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費
用等を補償するものです。ただし、贈収賄などの犯罪行為や意図的に違法行為を行った役員
自身の損害等は補償対象外とすることにより、役員の職務の執行の適正性が損なわれないよ
うに措置を講じております。また、保険料は特約部分も含めて全額会社の負担としておりま
す。

(4) 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
　当社は、取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を以下のと
おり決定しております。また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等に
ついて、報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることを確認してお
り、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

(a) 基本方針
　当社の取締役の報酬は、当社の企業理念の実現を実践できる人材の確保・維持し、
持続的な企業価値及び株主価値の向上に向けた意欲をより高めることを目的として、
個々の取締役の報酬の決定に際しては、各職責等を踏まえた適正な水準とすることを
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会社役員に関する事項

基本方針としています。業務執行取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬（月
額）、業績連動報酬としての賞与、及び退職慰労金により構成しています。社外取締
役の報酬は、経営陣から独立した立場から経営の監督機能を担う役割であるため、固
定報酬である基本報酬（月額）のみとしています。

(b) 基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期または条
件の決定に関する方針を含む）

　当社の取締役の基本報酬は、月別の固定報酬（金銭報酬）とし、役位、職責、当社
の業績や経営状況、過去の実績、使用人とのバランス等を総合的に勘案して決定して
います。

(c) 業績連動報酬の算定方法の決定に関する方針（報酬等を与える時期または条件の決
定に関する方針を含む）

　業績連動報酬は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるための業績目標を
反映した金銭報酬とし、各事業年度の当期純利益の達成度合いに基づき総合的に勘案
のうえ決定し、賞与として毎年一定の時期に支給しています。
　当事業年度における業績連動報酬の額の算定に用いた業績指標の実績は、８頁の
「1.（９）財産及び損益の状況の推移」に記載のとおりであります。

(d) 退職慰労金の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期または
条件の決定に関する方針を含む）

　退職慰労金は、役員退職慰労金規程に基づき、株主総会の決議を経て、退任時に役
位、功績及び在任年数により決定し支給しています。

(e) 基本報酬の額、業績連動報酬の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決
定に関する方針

　取締役の種類別の報酬割合については、当社の経営環境・事業環境、職責及び業績
連動報酬における目標達成の難易度等を考慮し、企業価値向上に向けたインセンティ
ブとして機能するよう適切に決定しています。

(f) 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
　基本報酬及び業績連動報酬については、株主総会において承認された報酬限度額の
範囲内で、取締役会決議に基づき代表取締役社長藤岡洋一氏に委任しております。委
任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ、各取締役の担当部門の評価を行うこ
とに最も適していると判断したためであります。なお、その権限の内容は、各取締役
への配分基準及び個人別支給額としております。
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会社役員に関する事項

区分 人　数 支　給　額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）

基本報酬 業績連動
報酬等 退職慰労金

取　締　役 ８名 122,165 100,290 12,700 9,175
（うち社外取締役） （２名） （5,040） （5,040） ― ―

監　査　役 ３名 17,900 15,300 1,400 1,200
（うち社外監査役） （２名） （5,250） （5,250） ― ―

計 11名 140,065 115,590 14,100 10,375

② 取締役及び監査役の報酬等の総額等

（注）１ 1996年５月29日の株主総会の決議による取締役の報酬限度額（ただし、使用人兼務
取締役の使用人給与相当額は含まず）は年額200,000千円、及び監査役の報酬限度
額は年額50,000千円であります。なお、同決議時における役員の員数は、取締役10
名、監査役２名であります。

２ 支給額には、当事業年度中に役員賞与引当金繰入額として費用処理した14,100千円
（取締役12,700千円、監査役1,400千円）及び役員退職慰労引当金繰入額として費
用処理した10,375千円（取締役9,175千円、監査役1,200千円）が含まれておりま
す。

3 人数及び支給額には、2024年５月30日開催の第76回定時株主総会終結の時をもっ
て任期満了により退任した取締役１名を含めております。

4 上記のほかに、次の支払いがあります。
①　2024年５月30日開催の第76回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役

１名に対する役員退職慰労金
18,000千円

(注)上記金額には、当事業年度及び過年度の事業報告において開示した役員退職慰労
引当金繰入額として375千円が含まれております。

②　使用人兼務取締役に対する使用人給与相当額
39,010千円
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会社役員に関する事項

区　分 氏 名 主な活動状況

取締役 有 田 真 紀

　当事業年度開催の取締役会には14回中14回に出席し、公認会計士及び
税理士としての専門知識とガバナンスや企業経営に関する高い見識から、
経営の意思決定等に積極的に意見を述べていただいており、取締役会の意
思決定の妥当性、適正性を確保するための適切な役割を果たしておりま
す。

取締役 川 合 雄 治

　2024年５月30日就任以降、当事業年度開催の取締役会には10回中10
回に出席し、製造業経営者としての豊富な経験と幅広い見識をもって、多
角的な観点から経営の意思決定等に積極的に意見を述べていただいてお
り、取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保するための適切な役割を
果たしております。

監査役 森 住 曜 二
　当事業年度開催の取締役会には14回中14回に出席し、取締役会の意思
決定の妥当性、適正性を確保するための発言を行っております。また監査
役会には13回中13回に出席し、監査結果についての意見交換、監査に関
する重要事項の協議等を行っております。

監査役 荒 井 憲 一 郎
　当事業年度開催の取締役会には14回中14回に出席し、取締役会の意思
決定の妥当性、適正性を確保するための発言を行っております。また監査
役会には13回中13回に出席し、監査結果についての意見交換、監査に関
する重要事項の協議等を行っております。

(5) 社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係
　兼職先と当社との間には特別な関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
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会計監査人の状況

5. 会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

桜橋監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額19,500千円

（注）１ 当社監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報
酬見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえ
で、会計監査人が所要の監査体制・監査時間を確保し、適正な監査を実施するた
めに本監査報酬額が妥当な水準であると認められることから、会計監査人の報酬
等の額について同意しております。

２ 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取
引法に基づく監査の額を区分しておりませんので、上記の金額にはこれらの合計
額を記載しております。

(3) 非監査業務の内容
　該当する事項はありません。

(4) 責任限定契約の内容の概要
　当社と会計監査人である桜橋監査法人は、会社法第427条第１項及び定款第39条の規定
により、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に
基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額としております。

(5) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合など、その必要があると判断した
場合は、会計監査人の解任または不再任に関する議案を決定し、取締役会は当該決定に基づ
き当該議案を株主総会の会議の目的とすることといたします。また、監査役会は、会計監査
人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められ、かつ改善の見込みがな
いと判断した場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたしま
す。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまし
て、会計監査人を解任した旨と解任理由を報告いたします。
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業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項、業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

6. 業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他会社の業
務の適正を確保するための体制について、取締役会で決議した内容の概要は次のとおりであり
ます。
(1) 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① 当社は、コンプライアンス体制の根幹となる行動指針を定め、取締役が、率先して研修
等へ参加することを通じて、コンプライアンスの意識向上に努めるとともに、すべての役
職員が事業活動のあらゆる局面において、コンプライアンス規程に従い実践するよう周知
徹底します。

② 内部監査室は、企画総務部と連携のうえコンプライアンスの状況を監視するとともに、
随時取締役会に報告します。

③ 当社は、コンプライアンスに係る問題等を発見した場合の報告ルールを定めるととも
に、通常の報告ルートの他に公益通報制度を設け、その利用につき役職員に周知し運営し
ます。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や各取締役が職務権限規程に基
づいて決裁した文書等、取締役の職務執行に係る情報を文書に記録し、法令及び社内規程に
基づき、定められた期間保存します。また、取締役及び監査役はそれらの文書を随時閲覧で
きるものとします。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　全社的なリスク状況への対応については、別途定められた「危機管理規程」に基づき各部
門への浸透を図ります。各部門の所管業務に付随するリスク管理は当該部門が行い、各事業
部門の長は、定期的にリスク管理の状況を担当取締役及び取締役会に報告し、取締役会にお
いて、改善策を審議・決定します。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役会は目標の明確な付与等を通じて市場競争力の強化を図るために、年度予算を策定
し、それに基づく業績管理を行うとともに、別途定める社内規程に基づく、職務権限及び意
思決定ルールにより、適正かつ効率的に職務の執行が行われる体制をとるものとします。
　また、取締役会の意思決定の妥当性を高めるため、社外取締役を選任するものとします。
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業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項、業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社は、当社及び子会社等と重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要事実に
ついて相互に情報確認を行い、適切なリスク管理に努めます。
　また、当社と子会社等との間における取引は、法令・会計原則・税法その他の社会規範に
照らし適切に管理するとともに、不適切な取引または会計処理を防止するため、内部監査室
は監査役及び監査契約を締結した監査人と十分な情報交換を行うものとします。
　当社は、子会社に関する業績状況、決算状況などの報告について、定期的・継続的に子会
社の取締役または従業員から当社取締役会へ報告するものとします。なお、監査役は取締役
会と連携し報告を共有するものとします。
　当社の監査役は、監査役会において定めた監査役監査基準に従い、子会社の業務及び財産
の状況を調査することができるものとし、子会社の取締役または従業員から直接報告を受け
ることができるものとします。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す
る体制並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役は、従業員に監査業務に必要な事項を命令することができるものとし、監査役より
監査業務に必要な命令を受けた従業員はその命令に関して、取締役、内部監査室長等の指揮
命令を受けないものとします。
　また、必要に応じて、監査役の業務補助のため監査役スタッフを置くこととし、その人事
については、あらかじめ監査役の同意を必要とします。

(7) 取締役・使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制
　監査役は、取締役会の他、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、部
門長会議等の重要な会議に出席するとともに、主要な稟議書その他業務執行に関する重要な
文書を閲覧し、必要に応じて取締役及び従業員にその説明を求めるものとします。
　取締役または従業員は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社及び子会社等の財務及
び事業に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、内部者通報による通報状況及びそ
の内容をすみやかに報告する体制を整備し、報告の方法（報告者、報告受領者、報告時期
等）については、取締役と監査役の協議により決定します。
　また、監査役に対し当該通報及び報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けない
ものとします。
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業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項、業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査役と代表取締役との間の定期的な意見交換会を設定します。
② 監査役は、法律上の判断を必要とする場合は、随時顧問弁護士に専門的な立場からの助

言を受け、会計監査業務については、監査契約を締結した監査人に意見を求めるなど必要
な連携を図ります。

③ 監査役の職務執行に関して生じる費用については、会社の経費予算の範囲内において、
所定の手続きにより会社が負担します。

(9) 財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社は、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有
効かつ適切な提出に向け、内部統制システムの構築を行います。また、その仕組みが適正に
機能することを継続的に評価し、必要な是正を行うものとします。

(10) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその体制
　当社は、反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、一切関係を持たないことを「行
動指針」に定め、基本方針とします。また、必要に応じて警察、顧問弁護士などの外部の専
門機関と連携し的確に対応します。

 

7. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は次のとおりであります。
　経営環境の変化に応じて、社内規程の制定並びに改定を行い、取締役が法令並びに定款に則
って行動するよう企業行動基準の周知活動を行うとともに、取締役会において内部統制監査に
基づく報告を定期的に行っております。なお、取締役会は毎月１回開催しており、当事業年度
におきまして14回開催されております。
　社外監査役を含む監査役は、監査計画に基づいた監査の他、取締役会への出席や、代表取締
役、会計監査人並びに内部監査室との間で定期的に情報交換等を行い、取締役の職務執行の監
査、内部統制の運用状況を確認しております。

（注）本事業報告中の記載金額は表示単位未満を切り捨てて、比率は単位未満端数を四捨五入し
て表示しております。
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貸借対照表

貸借対照表（2025年２月28日現在） （単位：千円）

科目 金額 科目 金額
資産の部
流動資産

現金及び預金
受取手形
電子記録債権
売掛金
商品
製品
原材料
仕掛品
貯蔵品
その他の流動資産
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
工具器具備品
土地
建設仮勘定
無形固定資産
ソフトウェア
その他の無形固定資産
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
長期貸付金
保険積立金
その他の投資
貸倒引当金　

9,885,120
3,593,026
126,869

2,312,781
1,763,501

9,261
1,055,646
588,884
347,711
55,406
32,110

△79
5,895,981
4,480,187
1,473,849

39,630
796,281
25,323

106,998
2,023,018

15,085
133,235
126,535

6,700
1,282,558
984,834
20,000
19,781

231,958
56,155

△30,171　

負債の部
流動負債 2,303,531

支払手形 17,582
電子記録債務 1,007,566
買掛金 507,405
未払金 164,154
未払費用 144,932
未払法人税等 119,579
賞与引当金 197,098
役員賞与引当金 13,800
その他の流動負債 131,411

固定負債 271,127
役員退職慰労引当金 105,050
繰延税金負債 77,150
その他の固定負債 88,927

負債合計 2,574,658
純資産の部
株主資本 12,758,555
資本金 481,524
資本剰余金 250,398
資本準備金 249,802
その他資本剰余金 596
利益剰余金 12,356,371
利益準備金 120,381
その他利益剰余金 12,235,990
別途積立金 7,500,000
繰越利益剰余金 4,735,990

自己株式 △329,737
評価・換算差額等 447,887
その他有価証券評価差額金 447,887
純資産合計 13,206,443

資産合計 15,781,101 負債及び純資産合計 15,781,101

計算書類

－ 20 －



2025/04/24 15:24:22 / 24174064_株式会社ダイケン_招集通知_電子提供措置用

損益計算書

損益計算書（2024年３月１日から2025年２月28日まで） （単位：千円）

科目 金額

売上高 11,024,531
売上原価 7,685,485
売上総利益 3,339,046
販売費及び一般管理費 3,043,738
営業利益 295,307
営業外収益 46,909
受取利息及び配当金 32,238
仕入割引 46
受取地代家賃 4,474
その他の営業外収益 10,150
営業外費用 5,917
支払利息 1
受入営業保証金利息 1,360
固定資産除却損 2,669
解約違約金 1,567
その他の営業外費用 318
経常利益 336,299
特別利益 24,144
固定資産売却益 5,767
会員権売却益 2,513
預り保証金精算益 15,862
特別損失 4,961
会員権売却損 1,461
貸倒引当金繰入額 3,500
税引前当期純利益 355,481
法人税、住民税及び事業税 110,999
法人税等調整額 △1,707
当期純利益 246,189
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（2024年３月１日から2025年２月28日まで） （単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金 繰 越 利 益
剰 余 金

2024年３月１日残高 481,524 249,802 596 250,398 120,381 7,500,000 4,572,051
当期変動額
剰余金の配当 △82,251
当期純利益 246,189
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― ― ― ― ― 163,938
2025年２月28日残高 481,524 249,802 596 250,398 120,381 7,500,000 4,735,990

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計利 益 剰 余 金
自 己 株 式 株 主 資 本

合 計
その他有価証
券評価差額金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計利 益 剰 余 金

合 計
2024年３月１日残高 12,192,432 △329,737 12,594,617 457,518 457,518 13,052,136
当期変動額
剰余金の配当 △82,251 △82,251 △82,251
当期純利益 246,189 246,189 246,189
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △9,631 △9,631 △9,631

当期変動額合計 163,938 ― 163,938 △9,631 △9,631 154,307
2025年２月28日残高 12,356,371 △329,737 12,758,555 447,887 447,887 13,206,443
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個別注記表

個　別　注　記　表
１. 重要な会計方針に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
① 子会社株式 移動平均法による原価法
② その他有価証券

(a) 市場価格のない株式等以外のもの
時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

(b) 市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

(3) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 15～50年
機械及び装置 10年

② 無形固定資産 定額法
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基
づく定額法

(4) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。

(5) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。

② 賞与引当金
　従業員に支給する賞与の支払に備えるため、当期末における支給見込額を計上してお
ります。
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室蘭工場の固定資産 223,221千円
減損損失 ―

③ 役員賞与引当金
　役員に支給する賞与の支払に備えるため、当期末における支給見込額を計上しており
ます。

④ 役員退職慰労引当金
　役員に支給する退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上し
ております。

(6) 収益及び費用の計上基準
　顧客との契約から生じる収益について、主に金物、建材、エクステリア等に関する製品
又は商品の販売を行っております。
　当該製品又は商品の販売におきましては、製品又は商品の引渡時点でその支配が顧客へ
移転して、履行義務を充足するものと判断し、原則として引渡時点において収益を認識し
ております。なお、国内顧客への販売につきましては、出荷時から製品又は商品の支配が
顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識してお
ります。
　また、取引対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は
含まれておりません。

２. 会計上の見積りに関する注記
（室蘭工場の固定資産の減損）

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は、事業用資産について、工場や営業所等の各事業所をベースとしてグルーピングを
行っております。減損損失の認識の判定は、「固定資産の減損に係る会計基準」に照らし
て、資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額と
を比較することによって行っております。
　減損損失の認識の判定の結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回
り、減損損失の認識が必要とされた場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該帳簿価
額の減少額は減損損失として認識いたします。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 8,515,500千円

当座貸越極度額の総額 3,050,000千円
借入実行残高 ―
差引額 3,050,000千円

短期金銭債権 2,021千円
短期金銭債務 ―

営業取引による取引高 94,081千円

　資産グループのうち、室蘭工場の資産グループに関しましては、２期連続で営業赤字とな
ったことにより減損の兆候が生じていると判断しました。
　固定資産の減損損失の認識の判定は、同資産グループから得られる割引前将来キャッシ
ュ・フローの総額が資産グループの帳簿価額を上回っているため、固定資産の減損損失の計
上は不要と判断いたしました。
　割引前将来キャッシュ・フローの総額は、外部専門家から入手した不動産鑑定評価額に基
づき見積もった正味売却価額を基礎として算定しております。また、不動産鑑定評価額の算
定における主要な仮定は、土地の市場価格、建物の再調達原価及び経済的残存耐用年数等で
あります。
　なお、当該見積りは、当社が計算書類作成時点で入手しうる情報により実施しております
が、経済情勢の悪化などの当社予測と異なる状況が生じる場合には、減損損失が発生する可
能性があります。

３. 貸借対照表に関する注記

(2) 運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。
この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

４. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
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株 式 の 種 類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末
普通株式 5,970,480株 － － 5,970,480株

株 式 の 種 類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末
普通株式 487,059株 － － 487,059株

決 議 株式の種類 配 当 金 の
総 額

１株当たり
配 当 額 基 準 日 効力発生日

2024年５月30日
定時株主総会 普通株式 82,251千円 15円00銭 2024年

２月29日
2024年

５月31日

決議予定 株式の
種 類

配当の
原 資

配 当 金 の
総 額

１株当たり
配 当 額 基準日 効 力

発生日
2025年５月29日
定時株主総会 普通株式 繰越利益

剰余金 109,668千円 20円00銭 2025年
２月28日

2025年
５月30日

５. 株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当事業年度の末日における発行済株式の数

(2) 当事業年度の末日における自己株式の数

(3) 新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。

(4) 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

(5) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
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繰延税金資産
賞与引当金 60,312千円
未払事業税等 12,112千円
役員退職慰労引当金 32,145千円
減損損失 26,146千円
その他 52,959千円

小　　　計 183,676千円
評価性引当額 △68,199千円

合　　　計 115,476千円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △192,626千円
合　　　計 △192,626千円

繰延税金資産（△は負債）の純額 △77,150千円

６. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

７. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取り組み方針
　当社は、資金運用については余資を短期の定期性預金等安全性の高い金融資産で運用し
ております。また、資金調達については自己資金又は銀行借入で賄う方針であります。な
お、デリバティブ取引については、現在利用しておりません。

② 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されてお
ります。また、その一部の外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりま
す。投資有価証券は、主として取引先企業との業務に関連する株式であり、市場価格の変
動リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形、電子記録債務及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日で
あります。また、その一部には、原材料等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変
動リスクに晒されております。借入金は、主に運転資金に必要な資金の調達を目的とした
ものであります。これらは、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されております
が、短期の支払期日のみであります。
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貸借対照表計上額
（千円）

時　　　　価
（千円）

差　　　　額
（千円）

投資有価証券 976,246 976,246 ―
資　産　計 976,246 976,246 ―

③ 金融商品に係るリスク管理体制
(a) 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　取引先与信限度規程に従い、営業債権について、営業本部が主要な取引先の状況を定
期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等
の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

(b) 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　外貨建て債権・債務については、定期的に為替相場等を把握しております。
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握
し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

(c) 資金調達に係るリスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
　各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、
手元流動性を売上高の３ヶ月分相当に維持することなどにより、流動性リスクを管理し
ております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

⑤ 信用リスクの集中
　当事業年度末日における営業債権のうち26.4％が特定の大口顧客に対するものであり
ます。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　当事業年度末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお
りであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（（注２）を参
照ください）。
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種類 取　得　原　価
（千円）

貸借対照表計上額
（千円）

差　　　額
（千円）

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 324,583 968,602 644,019
小計 324,583 968,602 644,019

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 11,149 7,644 △3,505
小計 11,149 7,644 △3,505

合　　計 335,732 976,246 640,514

区　　分 貸借対照表計上額（千円）
非 上 場 株 式 8,587

１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

預 金 3,591,611 ― ― ―
受 取 手 形 126,869 ― ― ―
電 子 記 録 債 権 2,312,781 ― ― ―
売 掛 金 1,763,501 ― ― ―

（注１）「現金及び預金」については、現金であること、及び預金が短期間で決済されるため、時価が帳簿価額
と近似していることから、記載を省略しております。
また、「受取手形」、「電子記録債権」、「売掛金」、「支払手形」、「電子記録債務」及び「買掛
金」は、短期間で決済されるため、時価が帳簿価額と近似していることから、記載を省略しておりま
す。
「投資有価証券」の時価については、株式は取引所の価格によっております。
その他投資有価証券における種類ごとの取得原価、貸借対照表計上額及びこれらの差額は次のとおりで
あります。
表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額であります。なお、当事業年度において減損処理の対象
となったものはありません。

（注２）市場価格のない株式等

　上記については、「投資有価証券」には含めておりません。
（注３）金銭債権の当事業年度末日後の償還予定額
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区分 時　　　　価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券

株式 976,246 ― ― 976,246
資 産 計 976,246 ― ― 976,246

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以
下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接に観察可能なインプットを用

いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。
　時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債は以下のとおりであります。

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時
価をレベル１の時価に分類しております。
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貸借対照表計上額（千円） 当 事 業 年 度 末 に
おける時価 (千円)当事業年度期首残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高

559,470 29,655 589,126 1,152,578

報告セグメント 合計建築関連製品 不動産賃貸
金 物 3,423,875 － 3,423,875
建 材 2,080,637 － 2,080,637
エ ク ス テ リ ア 3,462,515 － 3,462,515
そ の 他 1,884,188 － 1,884,188
顧客との契約から生じる収益 10,851,217 － 10,851,217
そ の 他 の 収 益 － 173,314 173,314
外 部 顧 客 へ の 売 上 高 10,851,217 173,314 11,024,531

８. 賃貸等不動産に関する注記
　当社では、大阪府その他の地域において、賃貸用のマンション等（土地を含む）を有してお
ります。当事業年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は94,474千円（賃貸収益は
売上高に、賃貸費用は売上原価に計上）であります。
　賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び当事業年度における主な変動並びに当事業年度末にお
ける時価及び当該時価の算定方法は以下のとおりであります。

（注）１ 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。
２ 主な変動

増加は、補修等による資産計上額46,383千円であります。
減少は、減価償却費16,727千円であります。

３ 時価の算定方法
主要な物件については、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づいた金額（指標等を用い
て調整を行ったものを含む）であります。その他の物件については、一定の評価額や適切に市場価格
を反映していると考えられる指標に基づいて自社で算定した金額であります。

９. 収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）「その他の収益」は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）に基づく賃貸料収入等で
あります。
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期首残高
（千円）

期末残高
（千円）

顧客との契約から生じた債権 4,215,065 4,203,152
契約資産 ― －
契約負債 13,585 2,828

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　当社は、建築関連製品において、主に国内の顧客に対して、金物、建材、エクステリア等
に関する製品又は商品の販売を行っております。建築関連製品の販売契約については、契約
締結後の交渉による値引きがあり、また、決済期間や取引数量等を条件としたリベートを付
して販売していることから、変動対価が含まれております。
　変動対価の見積額は、発生しうる最も可能性の高い単一の金額（最頻値）による方法を用
いて算定しております。なお、変動対価の額は、当該変動対価の額に関する不確実性が事後
的に解消される際に、解消されるまでに計上された著しい減額が発生しない可能性が高い部
分に限り、取引対価に含めております。
　履行義務の充足時点については、製品又は商品の引渡時点で充足するものと判断しており
ます。これは、当該時点が製品の所有に伴う重大なリスク及び経済価値が顧客に移転し、顧
客から取引対価の支払いを受ける権利を得ていると判断できるためであります。なお、国内
顧客への販売につきましては、出荷時点から製品又は商品の支配が顧客に移転される時まで
の期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。
　建築関連製品に関する取引の対価は、履行義務を充足してから1年以内に受領しており、
重要な金融要素は含まれておりません。

(3) 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係
並びに当事業年度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込
まれる収益の金額及び時期に関する情報

① 契約資産及び契約負債の残高等

　顧客との契約から生じた債権は、「受取手形」、「電子記録債権」及び「売掛金」とし
て貸借対照表に計上しております。
　契約負債は、主に製品又は商品の引渡前に顧客から受領した対価であり、貸借対照表
上、流動負債の「その他の流動負債」に含めて計上しております。
　当事業年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債に含まれた額は、13,509
千円であります。
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個別注記表

(1) １株当たり純資産額 2,408円43銭
(2) １株当たり当期純利益 44円90銭

② 残存履行義務に配分した取引価格
　当社は、個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、残存履行義務に関
する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価
格に含まれていない重要な金額はありません。

10. 関連当事者との取引に関する注記
　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

11. １株当たり情報に関する注記

12. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

13. その他の注記
　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 33 －
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会計監査人の監査報告書

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 野 場 友 純

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 西 祐 子

独立監査人の監査報告書
2025年４月18日

株式会社ダイケン
取締役会　御中

桜橋監査法人
大阪府大阪市

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ダイケンの2024年３月１日
から2025年２月28日までの第77期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査
を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されてい
る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監
査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適
切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作
成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整
備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法
人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるか
どうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、
その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等

会計監査人の監査報告書

－ 34 －



2025/04/24 15:24:22 / 24174064_株式会社ダイケン_招集通知_電子提供措置用

会計監査人の監査報告書

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算
書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、
個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、
重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する
内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不
確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する
計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事
象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並び
に計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他
の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準までに軽減するためのセーフガード
を適用している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　　上
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監査役会の監査報告書

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2024年３月１日から2025年２月28日までの第77期事業年度における取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下の
とおり報告いたします。
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について
報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、
取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努め
るとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所におい
て業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査
役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社からの事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制その他株式会社及びその子会社からなる企業集団の業務の適正を確保するために必要なも
のとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の
内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用
人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見
を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われていることを確保するための体制」（会
社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等
に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。なお、監査上の主要な
検討事項については、会計監査人と協議を行うとともに、その監査の実施状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしまし
た。

監査役会の監査報告書
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2. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認めら
れません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制
システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認
められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人桜橋監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年４月18日

常勤監査役 花 岡 秀 典 ㊞
社外監査役 森 住 曜 二 ㊞
社外監査役 荒　井　憲一郎 ㊞

株式会社ダイケン 監査役会

　
以　上
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剰余金の処分の件

配当財産の種類 金銭

配当財産の割当てに関する事項
及びその総額

当社普通株式１株につき金 20円
配当総額 109,668,420円

剰余金の配当が効力を生じる日 2025年５月30日

株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営における重要政策の一つであると考えて
おり、長期に株式を保有していただく株主の皆様のご期待にお応えするため、業績に連
動した配当を行うこととし、当期純利益（通期）の25％以上の配当性向を目標といた
しております。
　また、当社は2024年度に創業100周年を迎えることができました。つきましては、
株主の皆様へ感謝の意を表するため、当期の期末配当金は、普通配当17円に記念配当
３円を加え、１株当たり20円といたしたいと存じます。

－ 38 －
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取締役選任の件

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社の株式数

1 お

小
の

野　
まさ

雅
ゆき

行
（1967年10月５日生）

    1988年    3 月 当社入社
    2005年    3 月 当社仙台営業所長
    2016年    3 月 当社東京支店長
    2017年    3 月 当社執行役員営業本部東日本ブロック長兼東京支店長
    2018年    3 月 当社執行役員営業本部副本部長
    2019年    3 月 当社執行役員営業本部長
    2019年    5 月 当社取締役営業本部長
    2025年    3 月 当社常務取締役営業本部長（現任）

14,285株

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社の株式数

2 しら

白
いわ

岩　
かず

和
や

哉
（1971年７月23日生）

    1994年    4 月 当社入社
    2002年    9 月 当社広島出張所長
    2008年    3 月 当社広島営業所長
    2013年    3 月 当社大阪第１営業所長
    2015年    3 月 当社大阪支店長
    2017年    3 月 当社執行役員営業本部西日本ブロック長
    2019年    3 月 当社執行役員営業本部副本部長
    2021年    3 月 当社執行役員マーケティング本部長兼営業本部副本部

長
    2021年    5 月 当社取締役マーケティング本部長兼営業本部副本部長
    2025年    3 月 当社取締役マーケティング本部長（現任）

3,984株

第２号議案 取締役４名選任の件
　本定時株主総会終結の時をもって取締役小野雅行氏、白岩和哉氏、小林勉氏、有田真
紀氏の４名が任期満了となります。つきましては、社外取締役１名を含む取締役４名の
選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 39 －
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取締役選任の件

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社の株式数

3 こ

小
ばやし

林　
つとむ

勉
（1963年３月２日生）

    1988年    4 月 株式会社大和銀行（現株式会社りそな銀行）入行
    2013年    7 月 同行大阪営業第五部長
    2017年    4 月 同行ＲＢ内部監査部グループリーダー
    2018年    4 月 当社へ出向

当社内部監査室部長代理
    2019年    4 月 当社入社

当社内部監査室部長代理
    2019年    5 月 当社常勤監査役
    2023年    5 月 当社取締役経理部長
    2024年    3 月 当社取締役管理本部長兼経理部長
    2025年    3 月 当社取締役管理本部長（現任）

2,134株

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社の株式数

4 あり

有
た

田　
ま

真
き

紀
（1968年７月10日生）

    1996年    6 月 センチュリー監査法人（現EY新日本有限責任監査法
人）入所

    2003年    7 月 公認会計士・税理士有田真紀事務所所長（現任）
    2014年    11月 日本ＰＣサービス株式会社社外取締役（現任）
    2015年    5 月 当社取締役（現任）
    2017年    6 月 株式会社栗本鐵工所社外監査役（現任）

2,809株

－ 40 －
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取締役選任の件

（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 所有する当社の株式数には、ダイケン役員持株会における持分を含めた実質持株数を記載しておりま

す。
３. 有田真紀氏は、社外取締役候補者であります。なお、当社は有田真紀氏を株式会社東京証券取引所の

定めに基づく独立役員として届け出ております。同氏の再任が承認された場合は、当社は引き続き、
同氏を独立役員とする予定であります。

４. 有田真紀氏の社外取締役在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって10年となります。
５. 社外取締役候補者に関する事項は、以下のとおりであります。
(1) 社外取締役の選任理由及び期待される役割の概要
　有田真紀氏は、社外取締役または社外監査役となること以外の方法で会社の経営に関与したことは
ありませんが、公認会計士及び税理士としての専門的な知識経験と、ガバナンスや企業経営に関する
高い見識を有しております。また、取締役会では、経営の意思決定等において当該知見に基づき積極
的に意見を述べていただくなど、当社の社外取締役として業務執行の監督等適切な役割を果たしてい
ただいております。
　このため、今後も当社の社外取締役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断し、社外
取締役として選任をお願いするものであります。選任後は、引き続き上記の役割を果たすことを期待
しております。

(2) 社外取締役との責任限定契約
　当社は有田真紀氏との間で、会社法第427条第１項及び定款第27条の規定により、同法第423条第
１項の損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結しております。同氏の選任が承認された場合は、
同様の契約を継続する予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規
定する額といたします。

６. 当社は、取締役及び監査役を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任
保険契約を保険会社との間で締結しております。本議案でお諮りする取締役の各候補者については、
すでに当該保険契約の被保険者となっており、選任後も引き続き被保険者となります。当該保険契約
は、被保険者が会社の役員としての業務につき行った行為（不作為を含む。）に起因して損害賠償請
求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等を補償するものです。ただし、贈
収賄などの犯罪行為や意図的に違法行為を行った役員自身の損害等は補償対象外とすることにより、
役員の職務の執行の適正性が損なわれないように措置を講じております。また、保険料は特約部分も
含めて全額会社の負担としております。

－ 41 －
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補欠監査役選任の件

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴及び重要な兼職の状況 所有する当社の株式数

1 ま

真
なべ

鍋　
ひさ

尚
よし

義
（1971年２月８日生）

    1992年    4 月 当社入社
    2018年    3 月 当社経理部課長代理
    2024年    3 月 当社管理本部経理部課長（現任）

－

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴及び重要な兼職の状況 所有する当社の株式数

2 こ

小
いけ

池　
ひろ

裕
き

樹
（1971年３月６日生）

    2000年    4 月 弁護士登録
    2004年    1 月 さくら法律事務所代表弁護士（現任）
    2015年    6 月 ミートフーズサービス株式会社監査役（現任）
    2019年    10月 株式会社ダイドー社外取締役（現任）
    2022年    12月 南一興産株式会社代表取締役（現任）
    2024年    4 月 大阪簡易裁判所民事調停委員（現任）

－

第３号議案 補欠監査役２名選任の件
　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ補欠監査役２名
の選任をお願いするものであります。
　補欠監査役の候補者は次のとおりであり、真鍋尚義氏は監査役花岡秀典氏の補欠とし
て、小池裕樹氏は社外監査役森住曜二氏及び荒井憲一郎氏の補欠としての候補者であり
ます。
　なお、あらかじめ選任された補欠監査役の選任の効力は、次期定時株主総会が開催さ
れるまでの間となります。
　また、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役の候補者は、次のとおりであります。

－ 42 －
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補欠監査役選任の件

（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 前記の候補者のうち、小池裕樹氏は補欠の社外監査役候補者であります。
３. 小池裕樹氏は、弁護士として豊富な経験と法律に関する高度な専門的知識を有しております。当該経

験と見識を活かし、当社の社外監査役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断し、補欠
の社外監査役候補者として選任をお願いするものであります。

４. 小池裕樹氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏が監査
役に就任された場合には、独立役員として届け出る予定であります。

５. 小池裕樹氏が監査役に就任された場合には、会社法第427条第１項及び定款第35条の規定により、同
法第423条第１項の損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結する予定であります。当該契約に基
づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額といたします。

６. 当社は、取締役及び監査役を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任
保険契約を保険会社との間で締結しております。本議案でお諮りする補欠監査役の各候補者は、監査
役に就任した場合に、当該保険契約の被保険者となります。当該保険契約は、被保険者が会社の役員
としての業務につき行った行為（不作為を含む。）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、
被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等を補償するものです。ただし、贈収賄などの犯罪行為や意図
的に違法行為を行った役員自身の損害等は補償対象外とすることにより、役員の職務の執行の適正性
が損なわれないように措置を講じております。また、保険料は特約部分も含めて全額会社の負担とし
ております。

以　上

－ 43 －
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株主総会会場ご案内図

株主総会 会場のご案内
会　場

交　通

JR
新大阪駅
正面口から徒歩約５分

地下鉄御堂筋線
新大阪駅
７番出口から徒歩約５分

大阪市淀川区西中島五丁目５番15号

新大阪ワシントンホテルプラザ
２階 若竹の間
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新大阪
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お願い

駐車場のご用意がございませ
んので、ご来場には公共交通
機関をご利用ください。

株主総会にご出席の株主様へのお土産はご用意しておりません。
　

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。


